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 は じ め に  

 

 千代田区内の一定規模以上の建築物や学校等の周辺において計画され

る建築物を対象に、地域関係者の生活環境や学校等に通う児童・生徒の教

育環境について、建築主と地域関係者等との相互理解を深めることで、地

域における生活環境の維持及び向上並びに建築行為の円滑な推進に資す

ることを目的に、千代田区建築計画の早期周知に関する条例（以下「早期

周知条例」という。）を定めました。 

 この条例は、対象となる建築物の計画にあたって、「千代田区中高層建

築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」（東京都所管の中高層

条例も同様）に基づく標識設置の少なくとも６０日前（確認の申請等を行

う日の７５日又は９０日前）までに標識を設置し、説明会の開催を建築主

に義務付けています。この条例の手続により、建築主は地域における生活

環境について理解が深まり、地域関係者等は建築計画について早期に理解

していただけるものと考えます。 

さらに、建築計画についての説明・周知を行っていく過程で、建築主と

地域関係者等が共に地域の生活環境の維持及び向上について考えていた

だければと期待しています。 

 

           千代田区環境まちづくり部環境まちづくり総務課 
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Ⅰ 「早期周知条例」の適用範囲                   

千代田区は、「千代田区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」のほかに

「千代田区建築計画の早期周知に関する条例（以下、早期周知条例という。）」を制定していま

す。この早期周知条例は、東京都の「中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条

例」が適用される建築計画にも適用されます。 

 

１ 対象となる建築計画（条例第６条）                    

早期周知条例の対象は、高さが 20ｍを超え、かつ次の（１）～（３）のいずれかに該当する 

建築計画です。 

（１）建築物の延べ面積※が 3,000㎡以上の計画 

（２）建築物の計画敷地の敷地境界線から 10ｍの範囲以内に学校等※の施設（敷地を含む）

がある計画 

（３）建築物の計画敷地の敷地境界線から当該建築物の高さに相当する水平距離の範囲内

で、冬至日において真太陽時の午前９時から午後３時までに当該建築物の日影が及

ぶ範囲に学校等※の施設（敷地を含む）がある計画 

※ P.２「Ⅱ 用語の定義」を参照。 

 

２ 適用除外（条例第７条）                         

「１ 対象となる建築計画」に該当するとしても、大手町・丸の内・有楽町など、生活環

境への影響が少ない地域において計画される建築物については、区との協議により早期周知

条例の適用を除外することができます。適用除外の手続の詳細は、P.11 をご参照ください。 

 

■各条例の対象フローチャート 

※「千代田区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」については、別紙手引を 

ご参照ください。 

 

 

早期周知条例 ＋ 

東京都中高層条例 
千代田区中高層条例※ 

高さ10ｍ超 
早期周知条例・中高層条例※ 

ともに対象外 

早期周知条例 ＋ 

千代田区中高層条例※ 

YES 

NO 

NO 

YES 

YES 

NO 

高さ20ｍ超かつ 

（１）or（２）or（３） 

延べ面積 

10,000㎡超 
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Ⅱ 用語の定義                           

１ 延べ面積                                

建築基準法施行令第２条第１項第４号に規定する延べ面積をいいます。 

 

２ 建築物の高さ                              

建築基準法施行令第２条第１項第６号に規定する建築物の高さをいいます。 

 

３ 建築主                                 

早期周知条例の対象となる建築物に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらな

いで自らその工事をする者をいいます。 

 

４ 学校等                                 

以下のいずれかに該当する施設です。 

・小学校 

・中学校 

・幼稚園 

・児童福祉法第７条に規定する保育所（いわゆる認可保育所※１） 

・その他区長が指定する教育施設（※２） 

※１ 東京都福祉局ＨＰ「社会福祉施設等一覧」に、直近５月・10月時点の認可

保育所の一覧があります。 

※２ 下記の施設が該当します。 

名 称：東京中華学校 

所在地：千代田区五番町 14番地 

 

５ 地域関係者                               

建築主が計画する建築物の敷地境界線から当該建築物の高さに相当する水平距離の範囲内

に居住する者及び土地又は建物を所有する者です。 

 

６ 学校等関係者                              

学校等の管理者及び学校等に在籍する児童、生徒又は幼児の保護者です。 

 

７ 地域関係者等                              

地域関係者及び学校等関係者の両方を指します。 
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Ⅲ 建築主の手続                          

１ 手続の流れ                              

早期周知条例及び中高層条例に基づく手続は、以下の流れに沿って進めてください。 

 地域関係者等 建築主 区 

建

築

計

画

の

早

期

周

知

に

関

す

る

条

例

の

期

間 

   

中

高

層

条

例

の

期

間 

   

建築主と区の間で事前相談 

（説明事項・説明資料の確認等） 

お知らせ標識設置 

（Ｘ日） 

開催５日前までに周知

した上で説明会の実施 

（Ｘ＋15日まで） 

標識を見て 

計画を知る 

説明会に参加して 

計画を知る 

意見書・要望書等 

の提出 

意見書・要望書等 

の受取 

区へお知らせ標識 

設置届提出 

（Ｘ＋７日まで） 

（必要に応じて建築主は区に協議を行った上で） 

意見書・要望書等への回答 

区へ説明会報告書 

提出 

（Ｘ＋30日まで） 

地域関係者等が 

区へ内容を報告 

標識設置・説明会を

怠った建築主には 

区が勧告・公表 

お知らせ標識設置 

（Ｘ＋60日以降） 

中高層条例に沿った 

手続 

確認の申請等 
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２ 標識の設置（条例第８条第１項）                     

建築主は、地域関係者等に建築に係る計画の周知を図るため、現地に標識（第２号様式）

を設置してください。 

（１）標識の様式及び作成方法（規則第４条第１項） 

・標識には「千代田区建築計画の早期周知に関する条例第８条第１項の規定により設置し 

たもの」であることを明示してください。 

・建築主が個人の場合は、電話番号を省略することができます。（標識設置届には記載が 

必要です。） 

・標識は、第２号様式のとおりに作成する方法のほか、東京建築士会や東京都建築士事務

所協会等で購入することができる「中高層条例に基づく標識」に併記する形で、本条例

で記載必要な事項(配置図、外観図【立面図２面】、説明会の日時・場所)を掲載する方

法で行うことも可能です。（下図参照） 

 

■「中高層条例の標識に併記する方法」で作成する場合の標識作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）標識の設置場所（規則第５条） 

標識は、建築敷地の道路に接する部分（建築敷地が２以上の道路に接する場合は、その

それぞれの道路に接する部分）に、地面から標識の下端までの高さがおおむね１ｍとなる

ように設置してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置図 

配 置 図 

説明会の 

日時・場所 

 

外観図 

【立面図２面】

せ 建築計画のお知らせ 
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（３）標識の設置期間 （規則第６条第１項） 

標識は、東京都又は千代田区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条

例に基づく標識設置の、遅くとも 60日前までに設置してください。60日以上が経過した

ら、同条例に基づく標識と差し替えることができます。 

 

（４）標識の設置方法（規則第６条第２項） 

標識は、風雨等のために容易に破損・倒壊しないように設置し、設置期間中に記載事項

が不鮮明にならないように維持管理してください。 

 

 

３ 標識設置届の提出（条例第８条第２項、規則第７条）            

建築主は、標識を設置したときは７日以内に、区に標識設置届（第３号様式）を提出して

ください。 

（１）提出書類 

イ 標識設置届※（第３号様式） 

ロ 説明会で用いる予定の資料一式（P.７参照） 

      ※ 建築主の押印及び委任状は不要です。 

 

（２）届出時の注意事項 

・提出部数は１部です（控えが必要な場合は２部）。 

・届出時に、説明資料や建築計画の概要（各階用途や窓の位置等）についてお伺いすること 

や、説明資料に対して追記依頼等を行う場合があるため、計画の内容や資料作成について 

お答えできる方が提出を行うようにしてください。 

・設置日から７日を過ぎて届け出されたものは、届出日から７日間遡った日を標識設置日と 

して設置期間を算定することがあります。 

 

４ 標識の記載事項の変更（規則第４条第２項）                

建築計画等に変更が生じたときは、現地標識の記載事項を速やかに訂正し、変更後の近影

写真を区に提出してください。 

また、説明会後に変更が生じたときは、変更により大きな影響を受ける者に再度説明を行

い、その旨を区に報告してください。変更に伴う近隣への影響の度合いや、再度説明する範

囲についての判断が難しい場合は、区にご相談ください。 

 

５ 計画中止時の対応（規則第７条第２項）                  

建築に係る計画を中止したときは、現地の標識を撤去し、標識設置届取下げ書（第３号の

２様式）を区に提出してください。 
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６ 地域関係者等に対する計画の説明                     

（１）計画の説明範囲及び対象者（条例第６条） 

「早期周知条例」に基づく説明会の対象者は、下記の表の通りです。 

 計画する建築物の要件（高さ 20ｍ超え） 

延べ面積 3,000㎡以上 延べ面積 3,000㎡未満 

 

対
象
者 

地域関係者※１ ○ × 

学校等関係者※２ ○ ○ 

※１ 建築物の敷地境界線から当該建築物の高さに相当する水平距離の範囲内に居住

する者及び土地又は建物を所有する者。 

※２ 建築物の敷地境界線から10ｍの範囲内または、計画敷地の境界線から当該建築

物の高さに相当する水平距離の範囲内で冬至日において真太陽時の午前９時から

午後３時までに当該建築物の日影が及ぶ範囲に学校等の施設がある学校等関係者。 

 

■説明対象者の例 

 

※建物の存する敷地の一部でも説明対象範囲に含まれる場合は、その建物は説明対象に 

含まれます。 

 

〇日影図の作図条件 

・縮尺(目安)：１/200～１/500 

・基 準 日 ：冬至日 

・投影時間：９：00～15：00（真太陽時） 

・緯 度 ：35度40分 

・経 度 ：139度45分 

・投影面高さ：建築敷地の平均地盤面  
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（２）地域関係者等に対する説明事項及び説明資料（規則第８条第１項、第２項） 

地域関係者等には、以下の事項を説明してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■作成が必要な説明資料一覧 

説明に用いる資料は、下記の表を参考に作成してください。 

 

 

※資料作成に関する注意事項 

・下線部分は、記載が必須の事項です。 

・説明資料中は、専門用語の使用を避け、平易な言葉を使用するよう努めてください。 

・平面図及び断面図については、建物内部の詳細な間取りは省略可能です。 

  

No. 事 項 

１ 
建築物の敷地の形態及び規模、敷地内における建築物の位置並びに付近の建築物

の位置の概要 

２ 建築物の規模、構造及び用途 

３ 建築物の建築にかかる工期 

４ 
その他区長が必要と認めるもの（工事中の近隣へ想定される影響とその対策、建

築計画に伴う日影の影響、その他、地域の実情に応じて必要と考えられる事項 等） 

説 明 資 料 記 載 事 項 

説明会開催通知文 
条例に基づく説明会を実施する旨の説明、説明会の日時・場所、

建築主・設計者の名称及び連絡先、建築計画に関する問合せ先 

案内図 方位、道路、目標となる地物 

計画概要書 
建築計画名、地名地番、用途地域、建ぺい率、容積率、建物用途、 

敷地面積、建築面積、延べ面積、構造、基礎工法、階数、高さ 等 

配置図 又は 

配置図兼１階平面図 

方位、縮尺、敷地境界線、敷地の接する道路の幅員及び種類、 

隣接建築物の外形、フェンス・ブロック塀等の有無及び仕様 

各階平面図 方位、縮尺、寸法、サッシ位置、開口仕様 

立面図（４面） 
縮尺、寸法（建物高さ）、窓ガラスの仕様（透明・曇り等）、 

ガラス部分の斜線標記又は着色 

断面図（２面） 縮尺、寸法（各階の高さ）、フェンス・塀等の有無及び高さ 

工事説明資料 

工事中の近隣へ想定される影響とその対策（騒音・振動等に関す

る対策、落下物・飛散物に関する対策、現場管理体制、交通安全

対策、工事車両の通行経路、道路使用の有無、道路通行止めの有

無、家屋調査の有無 等） 

日影図 
日影図に関する説明（「日影が最長となる冬至日に、計画建物が作

り出す日影の形状を示したものです」等）、作図条件、時刻日影線 

電波障害予測図、 

風環境評価資料 等 

敷地特性や周辺環境を考慮した上で、地域の実情に応じて資料作

成の要否を検討してください。 
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（３）地域関係者等への説明の実施 

説明会を行うにあたっては、建築主は自身が事業主体であり、条例上の説明義務を負っ

ていることを認識し、工事中はもちろん、完成後の建物が近隣に与えうる影響を十分に理

解したうえで、説明会に臨んでください。また、説明会では、計画に際して近隣に配慮し

た事項を特に重点的に説明してください。 

 

① 説明の方法（条例第９条第１項、規則第９条第１項） 

・標識設置の日から15日以内に説明会を１回以上開催してください。（個別訪問による

説明は認められません。） 

・建築主は、他者に説明会の補助を依頼する場合であっても、建築主自身（企業にあっ

ては担当責任者）が主体となり、計画に関する説明を行うよう努めてください。 

 

② 説明会の開催方法（規則第９条第２項） 

・説明会開催通知文を５日前までに周知してください。 

・開催通知は、それぞれの地域関係者に対して以下の方法で行ってください。 

イ 土地又は建築物の所有者…不動産登記情報の住所へ郵送 

ロ 居住する者…建物の郵便受けに投函 

ハ 学校等関係者…学校等管理者に相談の上、通知 

※説明会開催通知文を投函する際に、共同住宅等の管理者等に説明を求められた 

場合には、P.９を参照のうえ、必要な事項を説明したうえで、対応方法について 

相談をしてください（原則は投函が必要です）。 

 

③ 学校等が説明対象の場合の対応方法（規則第９条第３項） 

・学校等の管理者を通じて、その学校に通う児童等の保護者への説明会の実施方法や説

明会開催日時の周知方法について相談してください。 

・学校等関係者から説明会の開催を要しない旨の申出が書面によってなされていると

きは、以下のように取り扱います。この場合は、区への報告をお願いします。 

イ 延べ面積3,000㎡以上の場合：説明会案内の対象から学校等関係者を省く。 

ロ 延べ面積3,000㎡未満の場合：説明会の開催を省略する。 

 

（４）説明会開催時の注意事項 

・説明会の会場は、計画地のなるべく近くに設定してください。会場に区立施設（区民 

館・集会室）の利用を検討する場合は、各出張所へご相談ください。 

・質疑応答の時間を十分に確保し、説明会参加者の理解を深めるよう努めてください。 

・回答が保留となった場合には、回答の時期・方法を明確にしてください。  



- 9 - 

 

■共同住宅の管理者等に資料投函に関する説明を行う場合の事項一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）当事者間の協議の方法 

地域関係者等から意見や要望等があるときは、次の点に留意し、協議を行ってください。 

イ 双方の担当者（窓口）や、協議の方法を確認してください。 

ロ 近隣住民から意見や要望を受けた場合は、その理由についても正確に聞き取り、

必要な対応を検討するように努めてください。 

ハ 意見や要望に対しては、必ず期限を定めて回答してください。 

ニ 要望を受け入れられない場合は、その理由を含めて明確に回答してください。 

ホ 回答の前には協議を十分に尽くし、最終的な回答は文書で行うように努めてくだ

さい。  

説明項目 説 明 内 容 

１説明会に 

ついて 

区の条例※に基づいて建築主が開催する建築計画に関する説明会です。 

※千代田区建築計画の早期周知に関する条例 

２説明会の 

位置付け 
区の条例により、建築主に説明会の開催が義務付けられています。 

３説明会の 

対象者 

計画建物の敷地境界線から建物高さに相当する水平距離の範囲に 

①土地又は建物を所有する者、②居住する者（現に住んでいる者）が

対象となります。 

※マンション管理組合の構成者（区分所有者）は①に該当しますが、居

住者にも説明会の案内が必要です。 

４説明会の 

実施者 

建築主（および建築主から依頼を受けた設計者、工事施工者等）が 

行います。 

５説明内容 
・建築計画の概要、工期等の説明が行われます。 

※工事に関する詳細な説明の実施可否は計画によって異なります。 

６説明会開催 

通知の案内 

方法について 

(1)土地又は建築物の所有者…不動産登記情報の住所へ郵送する方法で

案内を行います。 

(2)居住者…郵便受けに投函する方法で案内を行います。 

※区の方針により、原則は居住者に対しての郵便受けへの案内文の投

函が必要です。特段の事情がある場合には、建物内の掲示板への掲

示によって代替することができます。 

７補 足 事 項 

(1)掲示板への掲示のみにより説明会開催の案内を行う場合には、居住

者が掲示された案内を見逃し、説明会への参加機会を逸するといっ

た不利益が生じるおそれがあるため、慎重に判断してください。 

(2)説明対象者の説明を受ける権利を保護するため、管理者等の判断に

よって、いずれの対応も一切行わないということは認められません。 
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７ 説明会報告書の提出（条例第９条第２項、規則第10条第１項、２項）     

建築主は、説明会を行った際は、標識の設置から30日以内に、区に説明会報告書（第４号

様式）を提出してください。 

 

（１）説明会報告書に添付する資料 

イ 説明会報告書※（第４号様式） 

ロ 説明会会議録 

ハ 説明会出席者名簿 

ニ 説明会の開催通知文 

ホ 説明会で使用した資料一式 

へ 説明範囲図（作成例：P.６） 

ト 配付先リスト（作成例：P.18） 

 ※建築主の押印及び委任状は不要です。 

 

（２）報告書作成時及び提出時の注意事項 

・提出部数は１部です（控えが必要な場合は２部）。 

・配付先リストの作成にあたっては、現地の状況や、不動産登記情報により居住者及び 

土地・建物の所有者の確認をしてください。 

・説明対象者名簿のNo.欄の番号と、説明範囲図に付番した建物番号を配付先リストでも 

表示してください。 

・説明時の状況を伺いますので、説明会で説明を行った方が提出を行うようにしてくださ 

い。 
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８ 早期周知条例の適用除外協議について（規則第３条）               

大手町・丸の内・有楽町など、生活環境への影響が少ないと認められる下記の対象地域において計

画される建築物は、区との協議により、早期周知条例の適用を除外することができます。 

 

（１）対象地域 

① 千代田区大手町一丁目及び二丁目、同丸の内一丁目、二丁目及び三丁目、同有楽町一丁

目及び二丁目、同内幸町一丁目及び二丁目、同霞が関一丁目、二丁目及び三丁目 

② 千代田区隼町、同永田町一丁目及び二丁目のうち都市施設（一団地の官公庁施設）に 

かかる区域 

③ 千代田区千代田、同皇居外苑、同日比谷公園、同北の丸公園 

 

（２）協議に必要な書類 

① 適用除外協議書（第１号様式） 

② 添付書類（案内図、配置図、各階平面図、立面図、断面図、日影図等） 

 

（３）適用除外の決定 

協議後、区は約１週間から10日を目途に適用除外の決定をし、建築主にその決定の通知をしま 

す。 

 

（４）適用除外決定後の手続 

適用除外決定日以降に、中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例の手続に移

ることができます。 
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９ 早期周知条例の標識設置期間の短縮について（規則第11条）            

下記の条件を満たす場合には、区との協議により標識の設置期間を短縮することができます。 

 

（１）条件 

建築主側と地域関係者等との相互理解が十分に図られたと認められること。 

 

（２）協議に必要な書類 

① 事前協議期間短縮協議書（第５号様式） 

② 設計図書（案内図・配置図・各階平面図・立面図・断面図・日影図） 

③ 学校等の管理者等から提出された説明会不要の申出書の写し、又は建築主と地域関係者

等との相互理解が十分に図られたことがわかる書面等 

 

（３）期間短縮の決定 

協議後、区は約１週間から 10日を目途に期間短縮の決定をし、建築主にその決定の通知をしま

す。 

 

（４）期間短縮後の手続 

期間短縮の決定日以降に、中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例の手続に 

移ることができます。 

 

（５）注意事項 

延べ面積が 3,000㎡以上の計画については多数の地域関係者等から書面を集めることが必要と 

なり、これまでに期間短縮が認められた実例はありません。延べ面積が 3,000㎡未満であれば学 

校等の管理者等からのみ書面を集めればよいので、期間短縮が認められた実例は多数あります。 
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Ⅳ その他                               

１ 各種様式                                   

 

 

 

 

 
 90 ㎝以上 

 

 

9
0
㎝
以
上

 

  

建 築 計 画 の お 知 ら せ 

建 築 物 の 名 称 （仮称）〇〇計画 

建築敷地の地名地番 千代田区〇〇町１－２ 

建
築
物
の
概
要 

用 途 共同住宅 敷 地 面 積 〇〇㎡ 

建 築 面 積 ＲＣ造 延 べ 面 積 〇〇㎡ 

階 数 地上 〇階 地下 〇階 高 さ 〇〇ｍ（最高〇〇ｍ） 

予 定 工 期 
  年  月から 

  年  月まで 
標識設置年月日 年  月  日 

建築主 
（住所） 

（氏名） 

東京都〇〇区〇〇町〇丁目〇番地〇 

株式会社〇〇 代表取締役〇〇 〇〇    電話 03（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

設計者 
（住所） 

（氏名） 
東京都〇〇区〇〇町〇丁目〇番地〇 

株式会社〇〇 代表取締役〇〇 〇〇   電話 03（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

外

観

図

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

配

置

図

 
 
 
 
 
 

 

 

○ この標識は、千代田区建築計画の早期周知に関する条例第８条

第１項の規定により設置したものです。 

○ 上記建築計画についての説明の申出は下記へ御連絡ください。 

（連絡先） 

説明会 

日時  

場所  

■第２号様式の記入例 

千代田区の条例名を正確に記載して

ください。 

建築基準法施行令第２条第１項第４号の

「延べ面積」を記載してください。 

建築基準法施行令第２条第１項第６号の「建築物の高さ」

と、塔屋等（建築基準法上の高さに含まれないもの）を含

めた「建築物の最高高さ」を併記してください。 

 

001 

説明対象が「学校等関係者」のみの場

合には、この欄には「本計画の説明会

の対象は、条例に基づく対象範囲内の

学校等関係者のみです」と記載してく

ださい。 

電話番号：建築主が個人の場合は、省略することができます。 

※標識の記載を省略した場合も、標識設置届には記載してください。 
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    （表） 

○○年○○月○○日 

千代田区長 殿 

 

建築主 住所 千代田区○○町○丁目○番○号 

氏名 株式会社○○ 

 代表取締役 ○○ ○○ 

電話 （03）1234-XXXX 

 

お 知 ら せ 標 識 設 置 届 

 

 下記建築物に係る標識を○○年○○月○○日に設置したので、千代田区建築計画の早期周知に

関する条例第８条第２項の規定により届け出ます。 

 
記 

１ 建 築 物 の 名 称  （仮称）○○計画 

２ 設計者の住所・氏名  
○○区○○町○丁目○番○号 

株式会社○○一級建築事務所 ○○ ○○ 

３ 建築敷地の地名地番 千代田区○○町○丁目○番地 

４ 用 途 共同住宅 

 計画に係る部分 計画以外の部分 合 計 

５ 敷 地 面 積   ○○㎡ 

６ 建 築 面 積 ○○㎡ ０㎡ ○○㎡ 

７ 延 べ 面 積 ○○㎡ ０㎡ ○○㎡ 

８ 
計 画 に

係る建築物
 

(１) 高さ ○○ｍ（最高○○ｍ） (２) 階 数 地上○階／地下○階 

(３) 構造 鉄筋コンクリート造 

９ 予 定 工 期 ○○年○○月○○から○○年○○月○○まで 

10 添 付 資 料 案内図、配置図、平面図、立面図、断面図、工程表、日影図 

※ 標識設置届は、設置日から７日以内に提出してください。 

※ 提出部数は１部です。 

 

 

■第３号様式表面の記入例 

窓口に持ってきた日を書き入れてください。 

押印不要です。 

個人が建築主である場合、現地標識の電話番号欄は

省略可能ですが、設置届には必ず建築主の電話番号

を記載してください。 
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（裏） 

案内図 標識設置位置図 

標識設置状況（遠影及び近影の写真を添付し、近影の写真により標識の記載内容がわかるようにし

てください。） 

（注意） 二以上の道路に面する場合、各々に標識を設置し、写真を添付してください。 

■第３号様式裏面の記入例 

〇
〇
マ
ン
シ
ョ
ン 

〇
〇
ビ
ル 

〇〇 

駐車場 

計画

敷地 
△
△
ビ
ル 

△△マンション 

計画敷地 

道 路 標識① 

標識② 

標識① 遠景写真 

標識① 近影写真 

 

（内容が読み取れない場合は別紙に

てご提出ください。） 

標識② 遠景写真 

標識② 近影写真 

 

（内容が読み取れない場合は別紙に

てご提出ください。） 
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○○年○○月○○日 

千代田区長 殿 

建築主 住所 千代田区○○町○丁目○番○号 

氏名 株式会社○○ 

 代表取締役 ○○ ○○ 

電話 （03）1234-XXXX 

 

説 明 会 報 告 書 

 

 千代田区建築計画の早期周知に関する条例第９条第２項の規定により報告します。 
 

記 

建 築 物 の 名 称 （仮称）○○計画 

建 築 敷 地 

地 名 地 番 千代田区○○町○丁目○番地 

住 居 表 示 
（わかる範囲で） 

千代田区○○町○丁目○番 （以下未定） 

説明会開催の必

要事項を協議し

た 相 手 方※１ 

氏 名 等 
○○ 

日 時 ○月○日○時 

月 ・ 日 回 数 説 明 会 会 場 建 築 主 側 説 明 者 氏 名 
出席者人数 

※２ 
要望等 

○月○日 第１回 ○○会館 
株式会社○○  

○○ ○○、×× ×× 
15 名 ○有・無 

○月×日 第２回 ○○会館 
株式会社○○  

○○ ○○、×× ×× 
15 名 有・○無 

     有・無 

     有・無 

     有・無 

備 考  

報告書作成者  

(注意)※１ 区長以外に協議をした相手方がある場合に記入してください。 

※２ 出席者人数は、説明を受けた地域関係者等の人数を記入してください。 

※３ 説明会会議録とあわせて説明会の開催通知・配付先リスト・説明会出席者名簿、配付した資

料及び説明範囲図を添付してください。 

※４ 提出部数は１部です。 

 

■第４号様式の記入例 

窓口に持ってきた日を書き入れてください。 

押印不要です。 

個人が建築主である場合、現地標識の電話番号欄は省

略可能ですが、設置届には必ず建築主の電話番号を記

載してください。 

住居表示未実施であれば空欄にして

ください。 
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配布先リスト 

№ 建 物 名 
地名 

地番 

土地所有者 

住所・氏名 

周

知 

方

法 

部屋 

番号 

建物所有者 

住所・氏名 

周

知 

方

法 

居住者 

氏名 

周

知

方

法 

① ○○ビル 
○○町○丁目

○番地○ 

○○区 ○○町 

○丁目 ○○番地 

○○ ○○ 

郵

送 
１階 

※土地・建物所有

者が同一 

郵

送 

居住者 

なし 

 

     
２階 

   
居住者 

なし 

 

     
３階 

   居住者 

なし 

 

     
４階 

   居住者 

なし 

 

     
５階 

   居住者 

なし 

 

② 

○○ 

マンショ

ン 

○○町○丁目

○番地○ 

 

各 戸 持 分 所 

有 

 

  

101 

 

 

○○ ○○ 

  

同左 投

函 

      

102 

 

  ○○ ○○ 

  

同左 
投

函 

      

103 

 

 

  ○○ ○○ 

  

同左 
投

函 

      

201 

 

○○区 ○○町 ○

丁目 ○○番地 

○○ ○○ 

郵

送 

○○ ○

○ 

投

函 

      

202 

 

 

  ○○ ○○  

  

 同左 
投

函 

      

203 

 

 

  ○○ ○○ 

  

 同左 
投

函 

      

301 

 

 

  ○○ ○○ 

  

 同左 

 

投

函 

      

302 

 

 

  ○○ ○○ 

  

同左 
投

函 

      

303 

 

 

  ○○ ○○ 

  

 同左 

 

投

函 

① 説明対象者ごとに、一行ずつ記入してください。 

② №欄と説明範囲図の番号を一致させて提出してください。 

③ 作成に関して不明な点は、環境まちづくり総務課事業調整担当までお問合せください。 

 

参考様式（記入例） 
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２ 条 例                               
 

千代田区建築計画の早期周知に関する条例 
 

制定 平成 14年６月 25日条例第 54号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、区内における大規模な建築物及び学校等の施設に近接する建築物の建築

に関し、建築計画を早期に公表する等必要な事項を定めることにより、良好な生活環境の維

持及び向上並びに建築行為の円滑な推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 延べ面積 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第２条第１項第４号に規定す

る延べ面積をいう。 

(2) 建築物の高さ 建築基準法施行令第２条第１項第６号に規定する建築物の高さをいう。 

(3) 建築主 第６条に規定する建築物に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によら

ないで自らその工事をする者をいう。 

(4) 学校等 小学校、中学校及び幼稚園並びに児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第７条

に規定する保育所その他区長が指定する教育施設をいう。 

(5) 地域関係者 建築主が計画する建築物の敷地境界線から当該建築物の高さに相当する水

平距離の範囲内に居住する者及び土地又は建物を所有する者をいう。 

(6) 学校等関係者 学校等の管理者及び学校等に在籍する児童、生徒又は幼児の保護者をい

う。 

（区長の責務） 

第３条 区長は、建築主が地域関係者及び学校等関係者（以下「地域関係者等」という。）に建

築計画をわかりやすく説明するよう求める等双方が十分な理解を得られるよう努め、もって

地域における生活環境の維持及び向上並びに建築行為の円滑な推進が図られるよう努めな

ければならない。 

（建築主の責務） 

第４条 建築主は、自らが計画している建築物の存する地域の特性を把握し、周辺の生活環境

に配慮した建築計画とするとともに、地域関係者等に当該建築計画を早期に周知し、理解を

促し、地域における生活環境の維持及び向上を図ることに努めなければならない。 

（地域関係者等の責務） 

第５条 地域関係者等は、対象となる建築物の建築計画について理解に努めるとともに、自ら

がまちづくりの主体として建築主と共に考え、地域における生活環境の維持及び向上を図る

ことに努めなければならない。 

（対象建築物） 

第６条 この条例の対象となる建築物は、その高さが 20メートルを超える建築物であって、次
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の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 延べ面積が、3,000平方メートル以上のもの（次号及び第３号に掲げるものを除く。） 

(2) 建築物の計画敷地境界線から 10 メートルの範囲内に学校等の施設があるもの（次号に

掲げるものを除く。） 

(3) 建築物の高さに相当する水平距離の範囲内で、冬至日において真太陽時の午前９時から

午後３時までの間に当該建築物の日影が及ぶ範囲内に学校等の施設があるもの 

（適用除外） 

第７条 前条の規定にかかわらず、区長は、生活環境への影響が少ないと認められる地域にお

いて計画される建築物については、建築主との協議により、この条例の対象としないことが

できる。 

（お知らせ標識の設置） 

第８条 建築主は、地域関係者等に建築計画の周知を図るため、千代田区規則（以下「規則」

という。）で定めるところにより、当該建築敷地の見やすい場所にお知らせ標識（以下「標

識」という。）を設置しなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定により標識を設置したときは、規則で定める届出書に建築計画書及

び生活環境への配慮に関する資料を添付して区長へ届け出るものとする。 

（地域関係者等への説明） 

第９条 建築主は、前条に規定する標識を設置したときは、規則で定めるところにより地域関

係者等に対し建築計画に関する説明会を開催しなければならない。 

２ 前項の説明会を開催したときは、その結果を区長に報告するものとする。 

（地域関係者等の意見、要望等の申出） 

第 10条  地域関係者等は、建築計画に関する質問、意見又は要望等がある場合は、建築主に対

し書面で申し出ることとする。この場合において、地域関係者等は、申し出た書面の内容を

区長に報告するものとする。 

（勧告及び公表） 

第 11条 区長は、建築主が第８条及び第９条に規定する手続を怠ったときは、必要な手続を行

うべき旨の勧告をすることができる。 

２ 区長は、前項に規定する勧告を受けた建築主がその勧告に従わなかったときは、その旨を

公表することができる。 

（委任） 

第 12条 この条例の施行について必要な事項は、別に規則で定める。  

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。（平 14規則 58・平 14.10.1施行） 

（経過措置） 

２ この条例施行の際現に千代田区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例

（昭和 53 年千代田区条例第 22 号）又は東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整

に関する条例（昭和 53 年東京都条例第 64 号）の規定に基づく手続を行っている建築計画に

ついては、この条例は適用しない。 
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 ３ 条例施行規則                            

 

千代田区建築計画の早期周知に関する条例施行規則 
 

制定 平成14年７月８日規則第59号 
最終改正 令和５年４月１日施行 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、千代田区建築計画の早期周知に関する条例（平成 14 年千代田区条例第

54号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（適用除外の協議） 

第３条 建築主は、条例第７条の規定に基づき、適用の除外を求める場合は、別記第１号様式

により区長と協議するものとする。 

（お知らせ標識の様式等） 

第４条 条例第８条第１項の規定により設置するお知らせ標識（以下「標識」という。）の様式

は、別記第２号様式による。 

２ 建築主は、建築に係る計画を変更したときには、速やかに標識の当該記載事項を訂正しな

ければならない。 

（標識の設置場所） 

第５条 標識は、計画敷地の道路に接する部分（計画敷地が２以上の道路に接するときは、そ

れぞれの道路に接する部分）に、地面から標識の下端までの高さがおおむね１メートルにな

るように設置しなければならない。 

（標識の設置時期） 

第６条 標識の設置時期は、千代田区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条

例（昭和 53年千代田区条例第 22号）又は東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調

整に関する条例（昭和 53 年東京都条例第 64 号。以下これらを第 11 条において「建築紛争

予防条例」という。）に基づく標識を設置する日の 60日前までに行うものとする。 

２ 建築主は、前項の規定により標識設置された期間については、風雨等のために破損又は倒

壊しない方法により、かつ記載事項が設置期間中に不鮮明にならないように標識を維持管理

しなければならない。 

（標識の設置届等） 

第７条 建築主は、条例第８条第２項に規定する届出をしようとするときは、別記第３号様式

により設置日から７日以内に区長に届け出なければならない。 

２ 建築主は、建築に係る計画を中止したときは、別記第３号の２様式により区長に届け出な

ければならない。この場合において、当該建築主は、速やかに標識を撤去しなければならな

い。 

（建築計画書等の内容） 

第８条 建築主は、条例第８条第２項に規定する建築計画書には、次の各号に定める事項につ
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いて記載しなければならない。 

(1) 建築物の敷地の形態及び規模、敷地内における建築物の位置並びに付近の建築物の位置

の概要 

(2) 建築物の規模、構造及び用途 

(3) 建築物の建築にかかる工期 

(4) その他区長が必要と認めるもの 

２ 条例第８条第２項に規定する生活環境配慮に関する説明資料は、日照・採光阻害、プライ

バシー侵害等の生活環境配慮事項の中から当該建築計画の存する地域の実情を考慮して作成

し、区長に提出するものとする。 

（地域関係者等への説明） 

第９条 建築主は、条例第９条第１項に規定する標識設置の日から 15日以内に、地域関係者及

び学校等関係者（以下「地域関係者等」という。）に対し建築計画に関する説明会を開催する

ものとする。 

２ 建築主は、説明会の開催にあたって、あらかじめ区長と協議し、開催日時、場所その他説

明会の開催に必要な事項を定め、開催日の５日前までに、掲示及び文書配布等の方法により

地域関係者等に周知するものとする。 

３ 延べ面積が 3,000平方メートル未満の建築物であって、学校等への影響が少なく、学校等

関係者から説明会の開催を要しない旨の申出が書面によってなされたときは、建築主は説明

会を行わないことができる。この場合において、建築主は、区長に対しその旨の報告をしな

ければならない。 

（説明会の報告） 

第 10 条 建築主は、条例第９条第１項の規定により説明会を行ったときは、標識の設置から

30 日以内に別記第４号様式によりその結果を会議録等を添えて区長に報告しなければなら

ない。 

２ 前項の報告に際しては、説明会の開催通知、配付先リスト及び説明会で配付した資料を添

付するものとする。 

（標識設置期間の短縮） 

第 11条 区長は、建築主との協議により、建築主と地域関係者等との相互理解が十分に図られ

たと認めるときは、第６条第１項の規定にかかわらず建築主に建築紛争予防条例に基づく手

続を行わせることができる。 

２ 建築主は、前項に規定する設置期間の短縮の協議を求める場合には、別記第５号様式によ

るものとする。 

（委任） 

第 12条 この規則の施行について必要な事項は、別に区長が定める。 

附 則 
この規則は、平成 14年 10月１日から施行する。 

（省略） 
附 則（令和５年３月 27日規則第７号）抄 

（施行期日） 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 千代田区 環境まちづくり部 

環境まちづくり総務課 事業調整担当 

          電話：03-5211-3608 


